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総総理理にに生生活活再再建建、、辺辺野野古古基基地地建建設設無無用用ををたただだすす
又又市市副副党党首首がが本本会会議議「「決決算算」」質質問問  

【又市】  私たちは沖縄県民に、沖縄戦で多大な犠牲を強い、戦後も米軍基地の

大半を押し付けてきた。これ以上負担を強いないことが三党合意だ。辺野古建設

案は旧自民党政権下で建設利権も絡んで日本側から提案されたもので、軍事的必

然性はない。米国は２００６年に、海兵隊８千名を全面的にグアムとテニアンに

移転させると決め、その環境アセスメントも出た。連立政権は旧政権の行きがか

りから離れ、県民世論を背景に国外移設を粘り強く交渉してほしい。 

【鳩山総理】 沖縄県民の苦しみを受け止め、負担軽減に最大限努力する。   

 国会は１２月４日までの４日間延長後、閉会した。 

 社民党参画の連立政権下、インフルエンザ接種被害補

償法、中小企業金融モラトリアム法、郵政株売却停止法

【下段記事】など１２法案を成立させた。 

 又市副党首は、社民党が掲げた「生活再建」と「憲法

理念の実現」へ向け連立政権の真摯な取り組みを求め、

本会議で決算について、また委員会では総務大臣所信

（既報）、給与法、郵政法について質疑を行った。  

辺野古案は旧自公政権が提案、軍事的必然性なし（３０日・本会議）

 特別会計の余剰や国の出資法人の基金を生活再建に活用せよ （同上）

郵政３事業は統合し、庶民の零細貯蓄資産を守れ （３日・総務委員会）

【藤井財務相】  一般会計に返還を求め、財務省所管分も例外なく努力する。 

【又市】 今年の会計検査院報告の特徴は、基金等の不活用で「指摘金額」は２

３６４億円余と倍増した。「ジェトロの保証金２０４億円」や「農水省所管法人の

資金１７７口の滞留３５３億円」などだ。検査報告をどう受け止め、予算編成に

活かすのか。また特別会計決算では２８兆円の剰余金を出したが、国民生活＝一

般会計に回したのはわずか２兆円だ。透明で具体的な基準を法定して、不要不急

の国の資産を国民生活に活用すべきだ。私たちは、無駄な事業や特権的天下りの

ための国費投入はなくすべきだが、法人に働く労働者の職を奪うことは認めない。

【又市】 郵便・貯金・簡保一体の郵便局ネットサービスを回復し、国民の財産

を守る法案だ。庶民の零細な貯えの郵貯と簡保３４０兆円を防衛し堅実に運用す

べき。ゆうメイトなど郵政非正規労働者の雇用を守れ。 

【亀井郵政相】  ご調査を活かし、事業も雇用も見直す。 


